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社会福祉施設職員等退職手当共済制度 

公費助成継続・拡充を求める要望書 
 

私たち保育園経営者は、子どもたちの健やかな成長を保障するために、職員の処遇改善が喫緊

の課題であると考えています。今回のコロナ禍でも、社会生活の維持にとって必要不可欠なエッ

センシャルワークとして、保育を必要とする保護者と子どもたちを支えてきました。しかし、現

在の保育士をはじめ保育所職員の処遇は、エッセンシャルワークにふさわしいとはいえず、保育

士確保のためにも、一刻も早い処遇改善が必要と考えます。 

国としても待機児童解消を掲げ、そのために「保育士不足解消と保育士処遇改善」をめざし様々

な施策を打ち出していただきました。しかし、退職手当共済制度の公費助成が廃止されれば、労

働条件の悪化により保育士不足はさらに加速し、待機児童解消も停滞することは間違いありませ

ん。保育士確保が、今以上に困難になれば、安定した保育園運営ができなくなり、災害時やコロ

ナ禍において社会生活を維持させる機能を担うことも困難となるでしょう。 

保育園職員の処遇を改善し、安定した保育を実施するために、保育園職員の退職手当共済制度

公費助成はなくてはならない大切な制度です。 

私たちは、保育園の経営と運営に責任を負う立場から、退職手当共済制度における公費助成の

継続・拡充を強く求めます。 
 

＜要望事項＞ 

保育園職員の処遇を改善し安定した保育を実施するために、 

退職手当共済制度の公費助成を継続・拡充してください 
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